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【 580,432,382 】 【 47,920,019 】

500,738,911 0

21,292,014 34,011,304

10,561,392 7,459,020

42,434,727 69,720

161,802 5,392,458

2,197,040 632,517

2,597,364 355,000

0 0

758

▲ 385,426

833,800

【 248,129,722 】 【 7,784,700 】

（ 52,430,736 ） 7,784,700

32,553,962 0

19,876,774

（ 400,527 ） 55,704,719

5,300

330,667 【 783,725,780 】

64,560 （ 48,000,000 ）

（ 735,725,780 ）

（ 195,298,459 ） 12,000,000

193,885,064 9,000,000

1,413,395 648,000,000

11,566,245 66,725,780

▲ 11,566,245

【 10,868,395 】

10,868,395

783,725,780

839,430,499 839,430,499

立 替 金

仮 払 税 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

【 株 主 資 本 】

（ 資 本 金 ）

別 途 積 立 金

純 資 産 合 計

（ 利 益 剰 余 金 ）

退 職 積 立 金

未 収 金

開 業 費

未 収 消 費 税 等

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

商 品

仮 払 金

【 固 定 資 産 】

【 繰 延 資 産 】

貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

利 益 準 備 金

資 産 合 計

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

長 期 未 収 金

建 物

（ 有 形 固 定 資 産 ）

リ ー ス 資 産

（ 無 形 固 定 資 産 ）

貸 倒 引 当 金

貸 　　借　 　対　 　照　　 表

2024年2月29日　現在

【 流 動 資 産 】

現 金 及 び 預 金

資 産 の 部 負 債 の 部

買 掛 金

【 流 動 負 債 】

科 目 金 額 科 目 金 額

未 払 金

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

未 払 消 費 税 等

預 り 金

純 資 産 の 部

器 具 備 品

【 固 定 負 債 】

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア



【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項

① 有価証券及び資産の評価基準及び評価方法

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　　　　原価法　　　　先入先出法

　　商品（ｶｲﾝﾄﾞｵﾙNAMBAなんなん店）　　　原価法原価法　　　個別法

　　商品（ｶｲﾝﾄﾞｵﾙなんばウォーク店）　　　原価法原価法　　　個別法

　　商品（上記以外） 原価法　　　最終仕入原価法

② 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

種別

　建物付属設備 　定率法 定額法

　器具備品 　定率法 定率法

（2）無形固定資産 定額法

③ 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

（2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に見合う分を計上しております。

（3）退職給付引当金

④ 消費税等の会計処理の方法

税抜方式を採用しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

２．貸借対照表に関する注記

① 有形固定資産の減価償却累計額 67,196,536 円

② 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

差入保証金 185,369,664 円

３．株主資本変動計算書に関する注記

① 当事業年度の末日における発行済株式の数　　　　普通株式 96,000株

② 当事業年度の末日における保有する自己株式の数　普通株式 0株

４．リース取引の処理方法に関する注記

５．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　「退職給付に関する会計基準」に基づく簡便法により、従業員の退職給付にかかる期末自己都合要支給額を計上しております。

　売掛金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒法定繰入率により、その他特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。

2016年4月1日以降取得資産2016年3月31日以前取得資産

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号。2018年3月30日公表分）等を適用しており、約束した財又はサービスが顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法
に準じた会計処理を行っております。


